
自動販売機設置場所賃貸借契約書 

 

賃貸人 沼津市を甲、賃借人 〇〇〇〇（株）△△営業所 を乙とし、甲乙間にお

いて、自動販売機の設置場所の賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（貸付物件） 

第２条 甲は、乙に対し、甲の所有する次に掲げる物件の一部を賃貸し、乙はこれを

借り受けるものとする。 

建物の名称 所在地 貸付面積 備考 

沼津市門池地区センター 沼津市岡一色 788番地の 7 2.0 ㎡  

（使用の目的） 

第３条 乙は、前条の物件（以下「貸付物件」という。）を飲料用自動販売機及び容器

回収ボックス設置の用（以下「指定用途」という。）に供するために使用するもの

とする。 

（賃貸借期間等） 

第４条 貸付物件の賃貸借（以下「本件賃貸借」という。）の期間は、 令和６年５月

１日から令和９年４月 30 日までとする。 

２ 本契約は、借地借家法（平成 3 年法律第 90 号）第 38 条の規定に基づくものであ

り、本件賃貸借期間満了時において更新をせず、本件賃貸借期間の延長も行わない。 

３ 甲は、本件賃貸借期間満了の１年前から６か月前までの間に、本件賃貸借期間の

満了により賃貸借が終了する旨を書面によって通知する。 

（貸付料） 

第５条 貸付料は、次に掲げる年間の固定額及び売上金額に対する貸付料率によるも

のとし、その金額は、それぞれに消費税及び地方消費税に相当する金額（該当金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切捨てた金額）を加算した金額と

する。ただし、貸付期間中の各年度において、その年度内の貸付期間が１年に満た

ないときの年間の固定額は、年間の固定額を 12 で除した金額に当該年度における

貸付の月数を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切捨てた金額）とする。 

 

 

 

（貸付料の納付方法） 

第６条 乙は、貸付料を次のとおり、甲の発行する納入通知書により甲の指定する金

融機関に支払うものとする。 

貸付料の内訳 納入期限 

年間の固定額 貸付期間中の各年度の最初の月の末日 

年間の固定額  28,883 円 

売上金額に対する貸付料率 〇〇 ％ 



（ただし、貸付期間開始年度にあっては、

貸付期間の開始日の属する月の末日） 

売上金額に対する貸付料率 各使用月の翌月の市が指定する期日 

（指定用途に供すべき期間） 

第７条 乙は、貸付物件を、賃貸借期間満了の日まで引き続き指定用途に供するため

に使用しなければならない。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第８条 乙は、貸付物件の賃借権を第三者に譲渡し、又は貸付物件を第三者に転貸し

てはならない。 

（使用上の制限） 

第９条 乙は、貸付物件を善良な管理者の注意をもって維持保存しなければならない。 

２ 乙は、貸付物件について現状を変更しようとするときは、事前にその理由を記載

した書面によって甲に申請し、その承認を得なければならない。 

３ 前項に基づく甲の承認は、書面によるものとする。 

（実地調査等） 

第 10 条 甲は、貸付物件について随時実地に調査し、又は乙に所要の報告を求めるこ

とができる。この場合において、乙はその調査を拒み、若しくは妨げ、又は報告を

怠ってはならない。 

（経費の負担） 

第 11 条 貸付物件を維持、保存、利用、改良その他の行為をするために支出する経費

は、すべて乙の負担とする。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りでない。 

（契約の解除） 

第 12 条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができ

るものとする。 

⑴ 甲のほか、国、地方公共団体その他公共団体において公用又は公共の用に供す

るため、貸付物件を必要とするとき。 

⑵ 乙が本契約に定める義務を履行しないとき。 

⑶ 乙が、次のいずれかに該当したとき。 

ア 沼津市暴力団排除条例(平成 24年条例第 22号第２条第１号に規定する暴力団

及び同条第２号に規定する暴力団員等（以下総称して「反社会的勢力」という） 

イ 法人の代表者が反社会的勢力である者 

 ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員

以外の者をいう）が反社会的勢力である者 

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147

号）に基づく処分を受けている、若しくは過去に受けたことがある団体及び

その代表者、主催者又はその構成員 

２ 乙は、前項第１号の規定により本契約が解除された場合において、損失が生じた

ときは、甲にその補償を請求することができる。 



３ 甲は、第１項第２号又は第３号の規定により本契約を解除した場合において、乙

に損失が生じても、その損失を補償しない。 

４ 乙は、第１項第３号の規定により本契約が解除された場合において、甲に損害を

与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（原状回復義務） 

第 13 条 乙は、貸付期間の満了により本契約が終了する場合にあっては貸付期間満了

前までに、本契約の解除その他の理由により本契約が終了する場合にあっては甲の

指定する期日までに、乙の責任と負担において、貸付物件を通常の使用に伴い生じ

た損耗を除き、原状に回復して、甲に返還しなければならない。 

２ 乙が前項の義務を履行しないときは、甲は、これを原状に回復して乙にその費用

を請求することができる。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第 14 条 乙は、本契約が終了したときは、第 12 条第２項の規定による損失の補償の

請求を除き、財産上の請求を一切行わないものとする。 

（損害賠償） 

第 15 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その

損害を賠償しなければならない。 

（貸付料の不返還） 

第 16 条 甲は、乙に対し、第 12 条第１項第２号又は第３号に掲げる理由により本契

約を解除したときは、既納の貸付料を返還しないものとする。 

（定めのない事項の処理） 

第 17 条 本契約に定めのない事項については、法令の定めるところによるもののほか、

甲乙協議の上処理するものとする。 

 

上記の契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自

その１通を所持する。 

 

令和６年３月  日 

 

             (甲) 沼津市御幸町 16 番１号    

 

沼津市長 賴 重 秀 一       ㊞ 

   

 (乙) 住所                     

        

  氏名                          ㊞ 

 

 

 


